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平成２８年４月８日 

 

緊急提言：エネルギー投資で経済活性化 
～未来エネルギー開拓！ＧＤＰ６００兆円に貢献～ 

自 由 民 主 党 
 

再生可能エネルギーは、新たな産業の創出や地方創生を通じたアベノミクス

の推進に大きく貢献する。本委員会では、エネルギー分野での新たな投資が成

長戦略の柱であり、ＧＤＰ６００兆円に向けた大きな牽引力となるとの認識に

立ち、様々な先進事例についてヒアリングを重ね、提言（別添）をとりまとめ

た。 

一方で、現下の経済情勢に鑑みれば、投資拡大を通じた需要喚起は急務であ

る。このため、提言の中から、特に経済活性化の効果が高く、早急に取り組む

べき対策として、以下の政策を強力に推進することを求めるものである。 

 

省エネ投資を需要喚起の柱に 

◎中小企業の投資意欲と省エネポテンシャルを最大限に引き出す。このため、

省エネ補助金の使い勝手を一層向上させ大幅に拡充する（平成２７ＦＹ補正

（４４２億円）を倍増）。 

◎住宅の省エネを徹底的に推進。このため、 

① 新築ゼロエネルギーハウス（ＺＥＨ）の導入拡大とともに、蓄電池を用

いたＺＥＨ化改修支援を創設。（年間１万棟を支援。２０２０年までに新

築住宅過半をＺＥＨ化） 

② 全国５０００万戸存在する既築住宅における省エネリノベーションを加

速化（住宅の省エネ性能表示の普及とセット。バリアフリー化、耐震化、

省エネ化リフォームを１０００万戸に拡大）。 

 

地産地消型エネルギーシステムで地域を再生 

◎省庁の垣根を越えて自治体主導のエネルギー地産地消プロジェクトを重点

支援（１０００億円規模のプロジェクト）。 

① 地域の病院や福祉施設、学校等の公共施設へのバイオマスボイラー等の

熱供給設備の導入・更新の集中支援。さらに熱を地域で農業等にも展開。

（１５０箇所×３億円） 

② 各地の未利用の地域資源（未利用材、食品廃棄物など）を利用したバイ

オマスプロジェクトの推進。特に、各地で問題となっている竹の複合的

活用（建材、薬品、燃料など）を推進（「竹プロジェクト」）。 

③ コンパクトシティや交通・物流システム等と一体となったスマートコミ

ュニティの推進（トラック、バスの安全性・環境性能向上も支援） 
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電力新ビジネスの創出 

◎新ビジネス・ベンチャーで電力市場を活性化。まずは、２０１７年中にネガ

ワット市場を創設。ＨＥＭＳ、ＢＥＭＳ、スマートメーターを活用した省エ

ネビジネスの活性化に向けて、補助金、省エネ規制の両面で支援。 

◎次世代の電力マネジメントシステム（多数の蓄電池、再エネ機器等を遠隔制

御）の社会実装を推進。これによって鍵となる蓄電池の導入拡大と価格低減

を加速化する大胆な支援措置を行う（平成２８ＦＹ予算２９．５億円を拡充）。 

 

新技術でフロンティアを拓く“日の丸再エネ作戦” 

◎戦略的な技術開発の推進。技術の横展開や橋渡し、開発過程の成果の活用に

よる実用化・商用化。戦略的な海外展開の推進。 

◎再エネ、新エネの機械、部素材、ＥＭＳの基本技術で日本企業のシェアの飛

躍的拡大（現在の日本企業の世界シェア：先端蓄電池５０％、地熱プラント

７０％、太陽光１０％）。 

 

再エネの更なる普及拡大（固定価格買取制度の的確な運用と規制制度改革） 

◎改正ＦＩＴ法案の早期成立。再生可能エネルギーの低コスト化の推進。系統

制約の克服。風力・地熱等の環境アセスメントの迅速化等の規制の見直し。 

◎今後大きなポテンシャルのある洋上風力発電の導入支援の強化。風力発電の

導入促進エリアの設定を早急に実施。 


